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正五角柱のサイコロ状のものなどがあり、ハッチンソンの A Short Primer on Innovative Evaluation 
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用している評価制度の数は 48 であった。以下では地方自治体の団体数ではなく制度の数でカウ
ントしているが、それは 1 つの団体が複数の評価制度を運用している場合があるためである。こ
の 48 の評価制度のうち、報告書をホームページで公表しているのは 35 であったが、それらの評
価制度において評価結果を効果的に報告するためにされている工夫は以下のとおりであることが
わかった。公表されている報告書のページ数の平均は 34.8 ページであった。評価結果を示す際
に色を使っているのは 6、図を使っているのは 4、表を使っているのは 8 であった。報告書の読
み方を説明しているのは 4、長い報告書の場合に全体版だけでなく分割して公表しているのは 2、
報告書の概要版を公表しているのは 3、報告書以外のものを公表しているのは 12 であった。報
告書以外のものとその内訳は、外部評価の場で配布した資料が 10、議事録が 4、市民へのアンケー



















































































国から地方創生推進交付金を受けて実施している事業であり *5、第 1 回は事業の単位で有効性と
費用対効果の評価と改善策の検討を行い、第 2 回は施策の単位で有効性の評価と改善策の検討を
行った。図 1 が実際の様子である。













報告書 1 とする）。報告書 1 のポイントは①情報の詳細さに段階を設けていること、② 2 種類の
報告書に互換性を持たせていること、③報告書から得られる情報と読み方を説明していること、
④色や図表などの視覚的要素を活用していること、⑤数量的データを効果的に説明する工夫をし
ていることである。報告書 1 のイメージについては図 2・図 3・図 4 を参照されたい。








告書 2 が対応しているため、報告書 1 で概要を知ってもらったり関心を持ってもらったりして、
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得られる数量的データを効果的に説明するために色や図表を積極的に活用しているということで
ある（図 2・図 4）。報告書 1 を作成するにあたって参考にしたものはスコアカードである。スコ
アカードとは指標の数値の現状と目標達成度を示した表であり、現状と目標を並べて示し、達成


















役立つわけではない（岡本 2016、p.237；田中 2014、p.232；ハトリー 2004、p.119）。そのため、
分析を行って実績値が望ましいものであるかどうかを判断する必要がある（田中 2014、p.233；
ハトリー 2004、p.137）。そのための方法の 1 つが実績値と目標値を比較することであることから、
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指標1 2017年度実績 前年度との比較 評価の理由、改善策等
指標2 2017年度実績 前年度との比較
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３．京都府南丹市：定住促進関連事業の実用重視評価によるプログラム評価
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することとその具体的な内容や手順について説明している『評価論理』の第 8 章「具体的な評価
の手続き　ステップ・バイ・ステップ」を参考にした（佐々木 2010、pp.97-123）*8。以下では 2 つ
目の報告書についてその特徴を先行研究と照らし合わせつつ説明する。
　この報告書は tow-pagers と呼ばれているものをモデルとしている（Hutchinson 2017, pp.59-
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Explainer Video を用いる者もおり、いずれにせよ、30 ページもあるような報告書の要点を印象
深く伝え、評価対象となっている政策や評価結果に関心を向けるよいきっかけ（good start）に






























































































































である。iPad Pro で撮影し、iMovie というアプリで編集し、YouTube にアップロードした。制
作期間は 2019 年 1 月から 3 月である。
図 6　YouTube にアップロードされた政策評価動画のイメージ
（出所）窪田作成









− 91 −− 90 −














の集落が作った 4 冊の集落の教科書を見て、また 2 つの評価結果報告書を見てわかることであり、







　図 7 は総務省の調査によるスマートフォンの個人保有率の推移である。20 代から 50 代の多く
がスマートフォンを持ち、60 代ですら半数近くがスマートフォンを持つことが示されている。
スマートフォンの保有がただちに動画の視聴につながるわけではないが、テレビ離れがささやか
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2013 2014 2015 2016 2017
全体 6～ 12歳 13～ 19歳 20代 30代
40代 50代 60代 70代 80歳以上
（出典）総務省「通信利用動向調査」（各年）より作成




























る。宇治田原町では 2019 年 2 月 6 日に町役場で西谷信夫町長に提出し、ヤングレビューの事務
局である企画財政課も交えて報告書を手渡し、評価結果のポイントを説明したり、ヤングレビュー
を実施した感想を述べたりする機会を持った。南丹市では 2019 年 3 月 27 日に市役所で市民報告



























*14　開催については南丹市の広報紙の 1 つである「お知らせなんたん」第 316 号の p.8 で案内した。
公共政策の評価における評価結果の新しい報告方法
公共政策　池田・窪田
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宇治田原町
まちの概要（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　http://www.town.ujitawara.kyoto.jp/soshiki/18-1-0-0-0_3.html
宇治田原町行政評価ヤングレビュー会議（11 月 5 日開催）（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　http://www.town.ujitawara.kyoto.jp/sp/0000002024.html
宇治田原町行政評価ヤングレビュー会議・第 2 回（11 月 25 日開催）（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　http://www.town.ujitawara.kyoto.jp/0000002039.html
おりがみきっず
　おりがみでパクパク（パックンチョ）を作って遊ぼう！（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　https://xn--t8je7mqb.jp/162.html
simpleshow（最終閲覧日：2019 年 9 月 21 日）
　　https://simpleshow.com/jp/




　第 1 部　特集　人口減少時代の ICT による持続的成長（最終閲覧日：2019 年 9 月 30 日）
　　http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h30/html/nd142110.html
宝塚市
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南丹市
　位置・地勢・交通（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　http://www.city.nantan.kyoto.jp/www/shisei/106/001/001/index_2052.html
　沿革（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　http://www.city.nantan.kyoto.jp/www/shisei/106/001/001/index_2053.html
　お知らせなんたん第 316 号（平成 31 年 3 月 8 日発行）（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　http://www.city.nantan.kyoto.jp/www/shisei/113/002/000/index_46398.html
　お知らせなんたんへの記事掲載の申し込みについて（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　http://www.city.nantan.kyoto.jp/www/shisei/113/002/000/index_30733.html
　行政評価推進委員会（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　https://www.city.nantan.kyoto.jp/www/shisei/106/005/006/index.html
　市民提案型まちづくり活動支援交付金制度（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　https://www.city.nantan.kyoto.jp/www/shisei/115/007/index.html
　人口・世帯数集計表（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　http://www.city.nantan.kyoto.jp/www/shisei/106/001/003/index.html
　地域資源（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　http://www.city.nantan.kyoto.jp/www/shisei/106/001/001/index_2054.html
　南丹市市民提案型まちづくり活動支援交付金要綱（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　http://www.city.nantan.kyoto.jp/www/shisei/115/002/000/index_14732.html
　南丹市人口ビジョン及び南丹市地域創生戦略について（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　https://www.city.nantan.kyoto.jp/www/shisei/106/002/001/index_23414.html
　南丹市地域創生会議（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　https://www.city.nantan.kyoto.jp/www/shisei/106/003/017/index_42318.html
　平成 26 年度における行政評価の取り組みについて（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　https://www.city.nantan.kyoto.jp/www/shisei/106/005/008/index_19655.html
　平成 26 年度　行政評価結果の公表（外部評価・施策優先度評価）について
　（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　https://www.city.nantan.kyoto.jp/www/shisei/106/005/005/index_20552.html
　平成 26 年度　行政評価結果の公表（事務事業評価・事業貢献度評価）について
　（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　https://www.city.nantan.kyoto.jp/www/shisei/106/005/005/index_20546.html
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舞鶴市
　舞鶴版・地方創生についての市民レビュー（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　https://www.city.maizuru.kyoto.jp/soshiki/17-1-0-0-0_5.html
Community Solutions（最終閲覧日：2019 年 7 月 31 日）
　　https://communitysolutions.ca/web/
（2019 年 10 月 1 日受理）
（いけだ　はづき　公共政策学研究科　博士後期課程 3 回生）
（くぼた　よしお　公共政策学部教授）
公共政策の評価における評価結果の新しい報告方法
